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寡占立地数量競争における内生的製品差別化

清水　大昌

　　　　　　　　　　　　　　　　　　概要

本論文では、立地後に数量競争を行う設定において、企業が研究開発投資を行うことに

より財の差別化を図ることができる状況を考える。よって、立地と財と言う意味で二つ

の次元での差別化を扱う。先行研究においてはある次元における最大差別化は他次元で

の差別化を減少させることが多く見られている。本論文では、寡占市場での立地を所与

とし、輸送費用が線形の場合と二次関数である場合の2パターンを分析した結果、いずれ

も立地の差別化の度合いが大きい設定のほうが、研究開発投資水準が低く収まり、先行

研究との整合性が取れていることを示した。

1　はじめに

　近年、企業による競争が一段と激しくなる中、企業間の製品差別化をどの程度行うかはより一

層重要となってきている。コンビニエンスストア業界や薬事法改正で影響を受けたドラッグスト

ア関連企業は、どのように他社と差別化を図り、消費者の心をつかめるかを競っている。一方、

製品差別化が進んでいたファストフード業界では、独自路線を取りやめて最大手に追随する企業

もあれば、より品質を上げ差別化を図る企業も出てきた。このように、製品差別化の影響を考慮

する必要は増してきている。

　製品差別化を経済学のモデルで定式化したのはHotelling（1929）にさかのぼる。ここでは、企業

立地を扱い、立地の範囲を製品差別化をし得る製品の種類として考えた。Hotellingの設定では、

企業同士は均衡では中央集積するため、製品差別化の文脈では「最小差別化の原理」が得られた

と考える。ここでは立地のみの競争で価格競争などがないため、他社と似た製品を作るほうが、

自社の顧客を失わずに他社の顧客を奪うことが出来るため、このような結果が導かれる。その後、

d’Aspremont，　Gabszewicz，　and　Thisse（1979）は立地の後に価格競争が行われるモデル（立地一価格競争

モデル）を定式化した。ここでは中央に移動するインセンティブはあるものの、価格競争を恐れる

効果のほうが強く利くため、均衡では最大に離れて立地することが示された。これを製品差別化

の文脈では「最大差別化の原理」という。このように、差別化の度合いが最小、最大、ならびに

その間のどのようになるかは、産業組織理論においては重要なトピックとなった。

　本論文で扱うような複数次元で製品差別化を行う分析は、主に立地の文脈で扱われた。Neven

and　Thisse（1990）は、企業が財について水平的差別化（色や好みのように、ある消費者は一つの財を、また
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ある消費者は違う財を好むような状況）と垂直的差別化（品質が違い、同じ価格であれば全ての消費

者は片方の財を必ず好む状況）の双方で差別化を図れる設定を考察した。ここでの均衡は、片方の

次元で最大差別化、もう片方で最小差別化が起こるというものであった。Tabuchi（1994）では2次

元での立地価格競争モデルにおいて、同様の結果を導いた。つまり、1次元で最大差別化をする

ことにより価格競争が十分緩和され、もう1次元では集積するのが最適になった。ω

　製品差別化を産業組織で扱うもう一つの手法は、Singh　and　Vives（1984）によって編み出された製

品差別化を許容した需要関数である。この設定を使いLin　and　Saggi（2002）は製品差別化の水準を内

生化した。つまり、企業は立地のときのように、非立地的な差別化の度合いも自分で決めること

が出来るはずである。この文脈を含んだ複数次元製品差別化は、先行研究ではあまりなされてい

ない。これはある意味、立地競争モデルは価格競争が主流であり、最大差別化の原理が強く利い

たからである。しかし、立地後に数量競争を行うモデルも、立地研究においてより一般的になっ

てきたことにより、立地と非立地の複数次元差別化問題を考えることが出来るようになったと言

えよう。

　立地の文脈においては価格競争が主流であったが、数量競争も考えることは産業組織の観点か

らは重要である。一般に寡占モデルにおいては数量競争と価格競争のどちらが起こるかは市場の

性質によって決まる。立地の文脈でも数量競争を考えた方が現実に当てはまりが良いケースが

多々ある。（2）

　立地一数量競争分析は比較的近年、Anderson　and　Neven（1991）とHamilton，　Thisse，　and　Weskamp

（1989）によって始まったといえる。市場が線形都市に連続的に存在する設定において、企業が自社

の工場から各市場に供給し、その輸送費用を負担する。企業は最初にどこに工場を設定するかを

同時に選択し、その後数量競争を各市場で行う。彼らの結論は立地のみを戦略変数とした競争を

考えたHotellingと同様、企業は線形市場の中央に集積するというものであり、最小差別化の法則

が支持された。その後、この設定を変更または拡張したモデルも次々と現れた。例えば、円環市

場を考えたPal（1998）は、均衡では2企業は最大離散の立地を行う。これは最大差別化の法則と整

合的である。Gupta，　et　al．（2004）とShimizu　and　Matsumura（2003）は円環市場でn企業が競争する状況

を考え、最大差別化は均衡となるが、それ以外の均衡も多数存在することを示した。（3）

　立地一数量競争と製品差別化を含む需要関数の双方を考慮した分析としては、Shimizu（2002）と

Yu　and　Lai（2003）が挙げられる。彼らは、非立地的な差別化を外生的に需要関数に取り入れ、立地

について均衡を求めた。結果、財の差別化が進み、補完財的な性質まで出る場合には円環市場で

も集積が起こりうることを示した。ただし、実際には企業にとって、立地以外の差別化水準を決

（1）他にあげられる先行研究としては、Economides（1989）の質と多様性の差別化、　Ansari　et　aL（1998）の2、3次元で

　の差別化、Irmen　and　Thisse（1998）のn次元の差別化がある。どの設定においても企業同士は1次元で最大差別化

　を図り、残りの次元では最小差別化が均衡で得られる。

（2）価格より数量の調整のほうが難しい産業においては、数量競争の分析がもっともらしい。鉄、自動車、セメン

　トや、一般的な製造業はこちらに属す。逆に価格の調整がより難しい、カタログ販売のような場合には価格競

　争がもっともらしい。Friedman（1983，1988）を参照。

（3）円環市場での立地一数量競争の他の文献として、Chamorro－Rivas（2000）、　Matsushima（2001）、　Pal　and　Sarkar（2006）、

　Gupta，　Pal，　and　Sarkar（2006）、　Matsumura　and　Shimizu（2006）が挙げられる。
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められないことはないだろうと考えられる。Ebina　and　Shimizu（2009）では、2企業が立地と需要関

数の係数の双方で差別化を図れる設定を紹介した。本論文はこの論文の寡占（n企業）モデルへの拡

張である。

　本論文は、Shimizu（2002）をn企業に拡張したモデルに、需要関数の製品差別化パラメータを内

生化したLin　and　Saggi（2002）の考え方をあわせたものである。立地選択は数量競争の限界費用に影

響を与えるため、これは供給側の側面である。一方、需要関数は当然需要側の側面である。複数

次元の差別化についての先行研究は輸送費用による需要側の側面のみを見てきたため、本論文で

の焦点は先行研究と違うとも言えるだろう。

　本論文では立地パターンは外生で与えることとする。これには二つ理由がある。まずn企業の設

定では、最大差別化がもっとも安定的であることが円環市場の分析で分かってきた。たとえば

Matsumura，　Ohkawa，　and　Shimizu（2005）では、輸送費用が非線形の場合、最大差別化では利潤が最大

になり、均衡となりうるパラメータも最も広くなることが分かった。よって、これを扱うのは自

然である。また、第4節で扱うように、立地パターン問で比較することができることも重要である。

本論文では明示的には示していないが、立地を内生にしても、これらのパターンはサブゲーム完

全均衡としては成立する。

　本論文の結果は、先行研究の流れと沿うものとなった。つまり、立地による差別化の度合いが

大きい方が、需要関数による差別化が小さくなった。需要関数による差別化は、本論文では研究

開発投資の水準によって表される。投資をすることにより自社の財の特徴や強みを明らかにして、

他者の財と差別化を図れるということである。また、立地については、最大差別化立地と立地効

果がない状況を扱う。本論文で示したことは、立地効果があるほうが、研究開発投資水準が低く

なることである。また、第4節の分析では、最大差別化と、立地効果がない状況の間にあたる立地

をも考えるが、そこでの研究開発投資は、他の二つの中間に来る。よって、これらの結果は先行

研究と整合的であるといえる。

　この結果の直観としては、差別化を行って競争を緩和する際、もう既に一次元で競争が緩和さ

れている場合には、もう一次元で差別化を行うインセンティブが削がれているということである。

この結果、これらの二種類の差別化はお互いに代替的なものであることが分かる。これは先行研

究と同じであるが、その理由は少々異なる。

　本論文では、企業が局地独占を行いたい傾向が見られる。単位輸送費用が上昇するにつれて、

企業の本拠地は相手にとって高い輸送費用を払う必要があるため、利潤を上げやすい場所となる。

逆に他者の本拠地では自社は不利になる。一方、立地効果を考えない、輸送費用を一定にしてあ

る状況では、このような場所による価格差別は起こらない。ゆえに、利潤は地点によらず一定と

なる。本論文の結論としては、需要関数の差別化の度合いを上げると、それぞれの本拠地近くの

利潤はより上がるが、相手の本拠地近くでの利潤はより下がり、合計すると、輸送費用が一定に

されている方が総利潤が高くなる。よって、立地の文脈がない方が、研究開発投資を行うインセ

ンティブが多くなり、本論文の結果が支持されるのである。

　本論文の構成は以下の通りである。第2節でモデルを定式化する。第3節で数量競争の均衡を導

出する。第4節では輸送費用が線形の場合を扱い、第5節では輸送費用が二次関数の場合を扱う。

第6節で結論および今後の課題について述べる。
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2　モデル

　長さ1の円環都市を考えよう。消費者が存在する市場はこの線上の各地点に存在して、一様分布

している。各市場xはx∈［0，1〕とし、企業iの立地はXiとおくこととする。この産業に企業はn

社存在し、それぞれが差別化された財を全ての市場に供給する。各企業は一定の限界費用（ここで

は0に基準化）で財を生産し、それを距離について増加する輸送費用を掛けて供給する。つまり、

企業iがXiに立地しているとすれば、市場xへの供給には一単位当たりT（IX－Xi1）の輸送費が掛

かる。ここでTは増加関数である。またノルム記号卜1は、円環都市のため、輸送費がかからな

い方向に輸送することを考慮した距離である。つまり、最大値は112となる。

　消費者は全ての差別化された財とニュメレール財mから効用を得る。地点xに立地した消費者は、

次の式で示される効用を得ることとなる。

　　　　　　　　n　　　　　　　　　　n　　　　　　　　　　　　n

・（¢m）一・（Σ　q・）一（Σ9～）／2一ΣΣ・・、q・q、i2　＋m・　　（1）

　　　　　　　　i　・1　　　　i＝1　　　　　i＝1ゴ≠乞

　ここでaはある定数、qiは企業’の生産量、ごは｛q1，＿，　qn｝を表す生産量ベクトル、∫σは企業iとノ

の財の相対的差別化水準を表す。代表的消費者の効用最大化問題を解くと、次の差別化された逆

需要関数が導出される。

　
か

禦
Σ
辮躯飾＝勉

（2）

　ここでPiは財iの価格を表す。（4）　Sijニ1の場合には財iとjは完全代替財であり、5Foの場合には財

iとノは完全独立財である。その間にある財は、sが減少するにつれ、製品間の差別化の度合いが高

まり、各財の需要が高まることになる。最後に、aは需要切片であり、需要の大きさを表す。ここ

で、全ての企業が全ての市場に正の供給を行うようにするためα＞2nT（1／2）の仮定を置く。以

上の設定は立地数量競争の既存文献では標準的なものである。

　財の差別化の度合いは研究開発投資を行うことにより増やすことが出来る。つまりその場合に

はsは減少する。企業’の研究開発投資額をdiと置こう。するとLin　and　Saggi（2002）と同様に、　s

は3乞ゴ＝否一（di十dゴ）と与えられる。ここで0＜3≦1は初期時点での差別化の度合いであ

り、0≦碕≦訂2が成立すると仮定する。一方この投資の費用はF（di）という関数で与えられる。

ここでF’は非負、非減少、弱い意味で凸関数である。つまりFi≧0、　Ftt≧0そし

てF”’≧0が成立するとする。また、内点解を得るためF’（o）＝0とF’（3／2）が十分大きい（例え

ばF’値／2）＝Oo）ことを仮定する。

　ゲームは次のように進む。まずゲームが始まる前の第0期に全ての企業が立地を決める。これは

各分析の前に紹介される。次に第1期に各企業は独立かつ同時に自社の投資量diを決定する。そし

（4）この設定はSingh　and　Vives（1984）からのものである。∫〆豆という制約が必要となる。これは自社の生産量の変

　化が、他社からの交差効果を上回ることが均衡で必要だからである。
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て第2期に数量競争を各市場で行う。ここでの各市場での逆需要関数は（2）である。

　以下の分析では、比較対象として輸送費用や立地の面での製品差別化がない場合をも扱う。そ

れにより、立地による製品差別化が、需要関数の製品差別化の度合いにどのような影響を与える

かを考察することが可能となる。ただし、比較をするためにはある程度の基準を設ける必要があ

る。ここでは「同一平均費用」基準を使う。これにより、平均費用の大小による偏りをなくすこ

とが出来る。以下の分析では、輸送費用が線形の場合と二次関数の場合を扱う。線形の場合では、

市場全体での平均輸韻用は（竃10一藤）・1／4となるため、輸韻用のイk・ibりとして全ての

市場xにおける輸送費用IXi－xlを1／4と置く。同じように、二次関数の場合には、平均輸送費用

が（f，i　10　一　xl2dx）＝1／12となるため、1／12をその一定の費用とする。このように、立地による輸送

費用はないが、その分だけの平均費用が一定分加算される設定を比較対象としていく。

3　均衡分析1　数量競争段階

　本論文での均衡概念は部分ゲーム完全ナッシュ均衡である。よって後方帰納法を用いる。この

節では、最終期における数量競争の結果を紹介し、企業利潤を立地と研究開発投資水準の関数と

して表す。限界生産費用が一定（0）であるため、各市場は独立に分析可能である。よってまず第2

期までにおける立地と投資量を所与としたときの局所的な数量競争を分析する。前述したように、

企業‘の立地はXi、企業iの市場κでの供給量を9i（x）とする。また、第2期で得られた差別化の度合

い鋳が対称的になる場合に今回は注目する。よって、ここでは3＝殉，腕，ゴを仮定する。以

上の設定において、市場xでの企業iの利潤は

　　　　　　　　　・i（・，¢・）＝：（a－・q・・一・Σqゴー・（1・’・一…1））qi・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ≠i

　で与えられる。一階条件よりクールノー均衡が

叙5；x）＝
（2－・）・一（ns－2・＋2）T（1・一・’1）＋・Σ）ゴ≠、・偽一¢1）

　　あ（s；x）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ns－s十2）（2－s）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　　　　πi（S，・a1（S；X），a、（・；X）；X）一　lili（S；X）］2

　として得られる。｛？歪（，s；x）、esi（s；x）、そしてTi（5，　il1（s；x），　il2（s；x）；x）はクールノー均衡

における各企業の生産量、価格、局地利潤である。企業’の総利潤馬は局地利潤の合計、つまり

　　　　　　　　　（ns－5十2）（2－s）　　　　　　　　　　　　　　ツ

（2－・）・＋　（n・　一　n82　一　2s＋・2＋2）・（lx・　一　・1）＋・Σゴ≠、T（lxゴー　xl）

凪（咽イ礁姻，G・（…）；・）d・x

　で与えられる。この利潤は、第2期での研究開発投資に掛かる費用を引いていないという意味

で粗利潤である。
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4　均衡分析2：研究開発投資水準一線形輸送費用の場合

　　　　　　　　48（2－s）2α2－24（2－s）2αt十［16十4（n－4）s十（n2－2n十4）s21t2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48（ns－s十2）2（2－s）2

　また、輸送費用一定のケースでは次のようになる。

　　　　　　　綱一ズ［（2＋謬≡難繹詣5蕩弁オ／4］㌔

　　　　　　　　　　　　一（4（。舞2））2

　企業1以外の粗利潤も同様に得られる。次の命題は、これらの粗利潤についての性質を紹介して

いる。

　命題1輸送費用が掛かるケースでの粗利潤は、一定のケースよりも高い。また、その差は差別

化の度合いが上がる、もしくは単位輸送費用が下がるにつれて、下がっていく。

　証明：ウOと置いたとき、二つのケースの利潤の差は次のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t2
　　　　　　　　　　　n『（s）－n致3）＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＞O．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48（2－s）2

　これをsで微分していくと、

　この節では、均衡で各企業が研究開発投資をどのくらい行うかを導出する。ここで輸送費用は

線形である。つまり7（lx－Xi1）ニオμ一婦と置く。ここでt＞0は正の定数である。輸送費用が

掛かるケースを上付きのTで示す（Transportの意）。一方、比較対象とする輸送費用が一定の（立

地の影響がない）ケースでは、「同一平均費用」基準を使うため、各地点で1／4の費用が掛かる、

つまりτ（lx　一　xi　l）＝1／4として分析を進める。ここでの結果は上付きのNで表す（No　transportの

意）。

　各企業は第0期に立地を決めているが、これは最大差別化立地であるとしよう。つま
り、廊　：（xl，　x2，ω3，…，xn）＝（O，1／n，2／n，…，（n－1）／n）である。　Pal（1998）から

の研究により、これは均衡であり、なおかつある意味もっとも安定的な均衡であるといえること

が分かってきた。このような立地において企業1が0に立地している場合の企業1の粗利潤は次の

式で表される。

恥一ズ［（2一刺鴇招1亀等壷斗
　　　　　　一2ズ［（2－s）“一（ns　一　2s＋2）tx＋蜘『㌔

　　　　　　　　　∂（H『（ES）IEiL，”z”（s）L　24（2皇，）、〉・，

　　　　　　　　∂2（n『（s）－nir（・））＝＝t2＞0．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8（2－s）4　　　　　　　　　　　　∂s2

よって、差別化の度合いが大きくなると（sが下がると）、二つのケースの利潤の差は減っていく。
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またtで微分すると

∂（H『（5’）一理（s））　　t　＞o

　　　　∂t　　　　　　　　24（2－s）2

　となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Q．ED．）

　sに対する二階微分も正であるため、限界的な投資は、差別化の度合いが低い（sが大きい）とき

のほうが利潤の差により大きな影響を与える。

　次に、実際の研究開発投資水準を求めよう。二つのケースにおける第2期での一階の条件は次の

ようになる。（ここでもS＝5一碕一djである。）

　　　　　　（n－1）（4α一t）2
T：F’（di）・＝

　　　　　　　8（ns－s十2）3

　　　　　　（n－1）（4α一t）2
ハf；Fノ（di）皿

　　　　　　　8（ns－8十2）3

2
オ

24（2－s）3，

（3）

（4）

　（3）式の右辺は、輸送費用があるケースにおいて、追加的に研究開発投資を行った際に得られる

限界粗利潤である。関係式S＝否一碕一4つを使い、これをMP　T（di）と置く。同じように、（4）式の

右辺はMP　”（di）となる。最後にdlTを、（3）式が成り立つ投資レベルと仮定し、　d野を（4）が成立する

ときの投資レベルとする。これらの投資レベルの大小を比べるのが次の命題である。なお、これ

らの点がそれぞれ唯一であることは、命題の証明の中で示されている。

　命題2　各企業による研究開発投資水準は、輸送費用が一定になっているケースのほうが、輸送

費用がかかるケースよりも大きくなる。

　証明は、数値がEbina　and　Shimizu（2009）の命題2の証明と一致するため、そこを参照してもらい

たい。流れをまとめると、（3）式と（4）式の右辺は、投資水準を追加的に一単位増やした際の限界粗

利潤を表している。一方、左辺は限界投資費用であり、diの増加凸関数である。　s∈［O，　llがど

の値を取ろうとも、輸送費用が一定のケースのほうが輸送費用が普通に掛かるケースよりも限界

粗利潤が高い。それに対して、限界費用関数は同じである。よって、これらの式を満たすために

は、命題が満たされる必要があるのである。（図1を参照。）



58

P
C
M
M

0
6
1旦
2

図1：翰送費用が一定のケースのほうが、輸送費用が普通に掛かるケー一スの場合より、

　　　　研究開発投資水準が高くなる。つまり、nt’＜dNが成立する。

　この結果の経済学的直観を紹介する。単位輸送費用tと財の差別化の度合いsはどちらも差別化

の程度に影響するパラメータという意味では同じである。tの上昇とsの下落は、財をより差別化

することとなる。ただし、tは費用関数に影響を与え、　sは効用関数に影響を与える。よって、　tの

上昇により、競争は緩和され、企業が投資をしてさらに差別化を図ろうとするインセンティブが

軽減されるのである。ただし、先行研究の多くとは違い、最小差別化とはならない。これは費用

関数Fの形状による。

　この結果はEbina　and　Shimizu（2009）とほぼ同一となった。また、　Neven　and　Thisse（1ggO）や

Tabuchi（1994）とも、最大差別化が別次元における差別化の度合いを低めたという意味では似てい

ると考えられる。最小差別化ではないが、本論文が考える差別化の二つの手法にも代替性が存在

することが分かった。

5　均衡分析3　研究開発投資水準一二次関数輸送費用の場合

　この節では、前節に続き研究開発投資水準を扱う第2期を扱う。ここで輸送費用を二次関数とし

よう。つまり、T（IX－Xi1）＝＝　t（IX　一　Xil）2と置く。ここでt＞0は正の定数である。

　Shimizu　and　Matsumura（2003）やGupta，　et　al．（2004）で示したように、円環市場モデルでの均衡は

様々なものがある。その中でも、もっともらしいものを2タイプ紹介する。まず、前節のように、

企業が最大差別化して立地するパターンを、それが均衡であると予想した論文からPalタイプと呼

ぼう。次に、企業の半数が一点、もう半数が最大に離れた点にそれぞれ集積する均衡もある。こ

れも、同様に紹介された論文から、松島タイプと呼ぼう。（5）図2を参照。

（5）それぞれPal（1998）とMatsushima（2001）より。これらの名称を最初に使った論文としてはMatsumura，　Ohkawa，

　and　Shimizu（2005）を参照。
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蜘

蜘

螂
Patタイプの均衡

企梁2

鎧

　　　蜘
　　　蜘
松島タイプの均衡

　麟2：企業数4の場禽の均衡立地バターンを2つ示す。益がPalタイプで
最大差別化が達成されている。右が松島タイプで、部分集積が成り立っている。

　立地一数量競争の円環市場モデルでは、輸送費用が線形の場合、これらの立地の利得が一致す

ることが知られている。他方、輸送費用が厳密に凹、もしくは厳密に凸であれば、Palタイプのほ

うが利得が高くなる。このような差を出すために、本節では二次関数の輸送費用を扱う。

　また、前節と同じように、輸送費用が一定のケースも扱う。ここでは「同一平均費用」基準を

使うため、各地点で1112の費用が掛かる、つまりr（Ix　一　Xil）＝1／12として分析を進める。よっ

て、ここでの上付きはP（Palタイプ）、　M（松島タイプ）、そしてN　（No　transportタイプ）の3通りある。

最大差別化の観点から言うと、Palタイプが立地から見た差別化の度合いが一番大きく、松島タイ

プがそれに次ぎ、輸送費用が一定にされているケースは差別化はないといえる。

　以下、企業数を4として、分析を進める。この分析を行うためには4が最小必要企業数であり、

またこの分析を一般的なn企業で進めることも可能であるが、煩雑であるため今回は捨象する。も

ちろん、以下の結果と同様の結果を導き出すことは可能である。

　これらのような立地において企業1が0に立地している場合の企業1の粗利潤は次の式で表され

る。
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Hf（s）－f。’［

　　　　　　　　　　　　（45－5十2）（2－5）

1920（2－s）2α2－320（2－8）2at十196十745s→－109s2】t2

（2　一　s）α　一（4s－23伽2＋5孟［11／4’xl2＋1’／2－x12＋13／4｝xl2］ n2・・

　　　　　　　　　　　　1920（2十35）2（2－8）2　　　　　　　　　　　　　7

r…i（・）－f。’［（2－5）　（4s　“　2s＋篶墾讐2｝¢12＋1’／2一判2面

　　　　　240（2－s）2α2－40（2－3）2at十［12十8s十1352】t2

　　n”（・）一　f，’［　（、，一、＋，）（、一、）　］2d・

　　　　　　　　（12a－t）2

　　　　　　　　144（2十3s）2’

　企業1以外の粗利潤も同様に得られる。次の命題は、これらの粗利潤についての性質を紹介して

いる。

　命題3　nf＞Hダ〉璃〉となり、またそれぞれの差は単位輸送費用が下がるにつれて、下が

っていく。PとN、ならびにMとNに関しては、差別化の度合いが上がるにつれても、差が下がっ

ていく。

　証明：t＞0と置いたとき、三つのケースの利潤の差は次のようになる。

240（2十3s）2（2－s）2　　　　　　　　　　　’

　　　　　　　　　　　s（2十s）t2
Hf（s）－H野（s）＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＞0．
　　　　　　　　　384（2十3s）2（2－5）2

噛一nが（・）－3離隷1哩）誘、〉α

これらをsで微分していくと、

∂（Hf（8）－Hダ（s））

∂2（耶（8）－Hダ（s））

∂s　　　　　　　　　192（2－←3s）3（2－s）3

　　　∂s2　　　　　　　　　　　　64（2十3s）4（2－s）4

∂（nダ（s）－r【1＞（s））　　　（4十24s十33s2十17s3）t2

　（4十98十3s2）t2
　　　　　　　　　　＞0，

（－17十48s十36s3－i－9s4）t2

　　　　　　　　　　　　　，

　　　　∂s

∂2（岨3）－1野（s））

　　　　∂82

∂2（畔（8）一理（s））

∂s2

　　　　　　　　　　　　　＞0，
　　60（2十3s）3（2－s）3

－（176＋1・・8s　＋　2304s2＋2292s3＋86184）t2
пB．

　　　　　　　320（2十38）4（2－s）4

－（16＋48・＋144・2＋132s3＋5184）t2
пB．

　　　　　20（2十3s）4（2－s）4

　よって、差別化の度合いが大きくなると（sが下がると）、P対M以外は二つのケースの利潤の差

は減っていく。またtで微分すると
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　　　　　　　　∂（Hf（s）詳（8））一、92（2睾継一，）、〉・，

　　　　　　　　∂（嘩（s）－H野（・））」8＋22・＋17・2）t＞0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18e（2十3s）2（2－s）2　　　　　　　　　　　　∂t

　となるので題意を満たす。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（QE．D．）

　ここでも、・sに対する二階微分も正であるため、限界的な投資は、差別化の度合いが低いときの

ほうが利潤の差により大きな影響を与える。

　次に、前節と同様に実際の研究開発投資水準を求めよう。三つのケースにおける第2期での一階

の条件は次のようになる。（ここでもs＝否一di　一　dゴである。）

（P）：F’＠）＝
（12a－t）2 （4十24s十33s2十17s3）t2

（M）：Ft（di）＝

144（2十35）3　　　　　60（2－s）3（2十3s）3

（12α一t）2　　　（4－｛－24s十33s2十17s3）t2

60（2－s）3（2－｛－3s）3　　　，

　（4十9s2十3s2）t2
　　　　　　　　　　　（5）
192（2－s）3（2－1－3s）3’

（N）：F’（d，）＝

144（2－十一3s）3

（12α一t）2

144（2十3s）3

（6）

（7）

　（5）式の右辺は、Palタイプの立地において、追加的に研究開発投資を行った際に得られる限界粗

利潤である。関係式8＝5－di－dゴを使い、これをMP　P（di）と置く。同じように、（6）式の右辺

はMP　M（di）として、（7）式の右辺はMP　”（di）となる。最後にdSを、（5）式が成り立つ投資レベルと

仮定し、d野とd野も同様に定義する。これらの投資レベルの大小を比べるのが次の命題であ

る。（5）

　命題4　各企業による研究開発投資水準は、輸送費用が一定になっているケースのほうが、輸送

費用がかかるケースよりも大きくなる。

　（5）式、（6）式、そして（7）式の右辺は、投資水準を追加的に一単位増やした際の限界粗利潤を表し

ている。一方、左辺は限界投資費用である。s∈［0，1】がどの値を取ろうとも、限界粗利潤はノv、

M、Pの順に高い。それに対して、限界費用関数は同じである。よって、これらの式を満たすため

には、命題が満たされる必要があるのである。（図1を参照。）

　このように、前節と同様、立地における差別化が大きければ大きいほど、研究開発投資をして

財の差別化を図ろうとするインセンティブが下がるのが分かる。この結果は今までの先行研究と

整合的である。

（6）なお、これらの点がそれぞれ唯一であることを示す必要があるが、それは煩雑なため、本論文からは捨象して

　ある。証明が必要な方は著者に連絡してほしい。
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6　結語

　本論文では、立地における製品差別化の存在が、研究開発投資を通じた需要曲線上での製品差

別化の度合いにどのような影響を与えるかについて、寡占市場の立地一数量競争モデルで分析した。

輸送費用が線形であろうとも二次関数であろうとも、立地からの製品差別化が多い設定のほうが、

輸送費用を固定してその効果をなくした設定よりも研究開発投資は少なくなった。よって、この

設定では、立地のみで複数次元の差別化を分析した先行研究や、複占を扱ったEbina　and　Shimizu

（2009）と整合的な結論を得ることが出来た。

　これらの直観としては、企業が立地を通じて製品差別化を図ることに成功したら、その分競争

が緩和されるため、需要競争上での製品差別化を図るインセンティブが下がるということがあげ

られる。これはPalタイプと松島タイプとの立地均衡での研究開発投資水準比較でも同様のことが

言える。

　今後の課題としては、本論文では扱わなかったプロセス・イノベーションによる限界費用の低

減効果が、製品差別化の決定とどのように影響しあうかを、寡占モデルで考えることがあげられ

る。
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